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    平成29年松江市議会決算特別委員会記録 

 

１ 日  時  平成29年９月14日（木曜日）午前９時59分開議 

２ 場  所  本会議場 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 決算第１号 平成28年度松江市一般会計歳入歳出決算 

 決算第２号 平成28年度松江市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第３号 平成28年度松江市宍道国民健康保険診療施設事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第４号 平成28年度松江市後期高齢者医療保険事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第５号 平成28年度松江市介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第６号 平成28年度松江市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第７号 平成28年度松江市企業団地事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第８号 平成28年度松江市公園墓地事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第９号 平成28年度松江市鹿島町恵曇・講武・御津・佐太財産区特別会計歳入歳出決算 

 決算第10号 平成28年度松江市水道事業会計決算 

 決算第11号 平成28年度松江市下水道事業会計決算 

 決算第12号 平成28年度松江市ガス事業会計決算 

 決算第13号 平成28年度松江市交通事業会計決算 

 決算第14号 平成28年度松江市病院事業会計決算 

 分科会の設置について 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

出 席 委 員（32名）        

    河  内  大  輔 

    出  川  桃  子 

    細  木  明  美 

    太  田     哲 

    田  中     肇 

    米  田  と き こ 

    三  島  伸  夫 

    岩  本  雅  之 

    新  井  昌  禎 

    吉  金     隆 

    長 谷 川  修  二 

    柳  原     治 

    吉  儀  敬  子 

    橘     祥  朗 

    野  津  直  嗣 

    野 々 内     誠 

    森  本  秀  歳 

    貴  谷  麻  以 

    野  津  照  雄 

    川  島  光  雅 

    石  倉  徳  章 

    畑  尾  幸  生 

    森  脇  幸  好 

    南  波     巖 

    津  森  良  治 

    宅  野  賢  治 

    川  井  弘  光 

    篠  原     栄 

    三  島  良  信 

    三  島     進 

    立  脇  通  也 

    比  良  幸  男 

――――――――――――――――――――――― 

欠 席 委 員（なし） 

――――――――――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

  事 務 局 長   樋  原  哲  也 

  次   長   二  村     眞 

          福  島  恵 美 子 

  書   記   田  中  孝  一 

  書   記   尾  添  和  人 

  書   記   岡  田  美  穂 

  書   記   古  川     進 

議 事 調 査 
課   長 
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――――――――――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

  市   長   松  浦  正  敬 

  副 市 長   能  海  広  明 

  副 市 長   星  野  芳  伸 

  政 策 部 長   井  田  克  己 

          古  藤  俊  光 

  総 務 部 長   広  江  み づ ほ 

  総 務 課 長   島  根  史  明 

          多 久 和  正  司 

  財 政 部 長   講  武  直  樹 

  財政部次長   水     研  二 

          矢  野  正  紀 

          錦  織  裕  司 

  市 民 部 長   早  弓  康  雄 

  福 祉 部 長   西  村  昌  志 

          小  塚     豊 

          舩  木     忠 

          山  内  政  司 

          藤  原  亮  彦 

          安  達  良  三 

  消 防 長   菅  井  公  治 

  教 育 長   清  水  伸  夫 

  副 教 育 長   高  橋  良  次 

  副 教 育 長   古  藤  浩  夫 

          川  原  良  一 

  ガ ス 局 長   渡  部  厚  志 

  交 通 局 長   三  島  康  夫 

          紀  川  純  三 

          安  部  裕  史 

          松  浦  克  幸 

――――――――――――――――――――――― 

 〔午前９時59分開議〕 

○野々内委員長 おはようございます。 

 ただいまから決算特別委員会を開きます。 

 初めに、本日の審査順序につきましては、お手元

に配付をしております審査順序案のとおり審査する

ことに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○野々内委員長 御異議ありませんので、そのよう

に決定をいたします。 

 次に、委員の皆様にお願いですが、質疑について

は、各分科会で審査を行う計数的なことなど細部に

わたる質疑はできるだけ避けていただくようお願い

をいたします。 

 また、質疑は自席から一問一答方式でお願いをい

たします。 

 質疑時間は総括質疑、議案質疑を合わせておおむ

ね15分といたしますので御協力をよろしくお願いい

たします。 

 なお、決算書に関する質疑では、先にページ数を

言っていただくようにお願いをいたします。 

――――――――――――――――――――――― 

 決算第１号「平成28年度松江市一般会計歳入歳出 

      決算」 

 決算第２号「平成28年度松江市国民健康保険事業 

      特別会計歳入歳出決算」 

 決算第３号「平成28年度松江市宍道国民健康保険 

      診療施設事業特別会計歳入歳出決算」 

 決算第４号「平成28年度松江市後期高齢者医療保 

      険事業特別会計歳入歳出決算」 

 決算第５号「平成28年度松江市介護保険事業特別 

      会計歳入歳出決算」 

 決算第６号「平成28年度松江市簡易水道事業特別 

      会計歳入歳出決算」 

 決算第７号「平成28年度松江市企業団地事業特別 

      会計歳入歳出決算」 

 決算第８号「平成28年度松江市公園墓地事業特別 

      会計歳入歳出決算」 

 決算第９号「平成28年度松江市鹿島町恵曇・講 

      武・御津・佐太財産区特別会計歳入歳 

      出決算」 

 決算第10号「平成28年度松江市水道事業会計決 

      算」 

 決算第11号「平成28年度松江市下水道事業会計決 

      算」 

 決算第12号「平成28年度松江市ガス事業会計決 

      算」 

 決算第13号「平成28年度松江市交通事業会計決 

      算」 

 決算第14号「平成28年度松江市病院事業会計決 

      算」 

○野々内委員長 これより決算第１号「平成28年度
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松江市一般会計歳入歳出決算」から決算第14号「平

成28年度松江市病院事業会計決算」までの総括質疑

に入ります。 

 あらかじめ総括質疑の通告があるのは、野津照雄

委員、岩本雅之委員、篠原栄委員、森本秀歳委員、

橘祥朗委員の５名でございます。 

 総括質疑の順序につきましては、野津照雄委員、

岩本雅之委員、篠原栄委員、森本秀歳委員、橘祥朗

委員の順に行います。 

 それでは、総括質疑に入ります。 

 松政クラブ野津照雄委員。 

○野津（照）委員 松政クラブの野津照雄でござい

ます。会派を代表して総括質疑を行います。よろし

くお願いいたします。 

 まず、一般会計について質問いたします。 

 １つ目、普通会計ベースでの経常収支比率が平成

27年度89.2％から91.6％と2.4ポイント悪化し、財

政の硬直化が一層進んだものと思いますが、その主

な原因は何でしょうか。また、今後の見通しについ

てもお尋ねをいたします。 

○野々内委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） 経常収支比率は、分子に経常

経費に充当した一般財源、それから分母に歳入の一

般財源のうちの経常一般財源等の収入を用いて比率

で出しております。 

 平成28年度の松江市の経常収支比率のうち分子で

ございますが、これは公債費が減をしたことで約６

億円の減となっております。ところが一方で、分母

の経常一般財源等が約21億円の減になりまして、分

母の減額幅が大きくなったということで、結果とい

たしまして比率が2.4ポイントの上昇となったわけ

でございます。 

 分母の減につきましては、地方交付税が約10億円

の減、それから地方消費税交付金を初めといたしま

した各種の交付金で約５億円の減、それから臨時財

政対策債が約５億円の減、そういったことが主な要

因でございます。 

 そこで、今後の見通しでございますけれども、分

子につきましては引き続き縮減に努めてまいります

けれども、分母のうち地方交付税につきましては、

合併算定がえの影響が平成34年度までは続くことに

加えまして、地方全体に対しまして一般財源総額を

抑制する政策展開が今後進んでいくことが危惧をさ

れますので、今後とも厳しい状況が続いていくもの

と考えております。したがいまして、今後もバラン

スをとった財政運営を行っていくことがますます重

要となってくるものと考えております。 

 なお、本市が2.4ポイントの上昇であったのに対

しまして、類似団体の平均値は2.7ポイント上昇の

92.7％でありましたので、他の自治体も同様の状況

であったものと考えております。 

○野々内委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 特にほかの都市の分も含めて御

答弁いただきありがとうございます。 

 ただ、全体として市の行政全般として、特に経常

経費の縮減は避けて通れないと思いますので、皆さ

んもお願いしたいなと思います。 

 次に、今話が若干出ましたが、法人市民税の大幅

な減少は、平成26年10月の税率改正の影響が平成

28年度の決算に反映したものと思われますが、個人

市民税の増、固定資産税、都市計画税の増、これに

より結果として市税の総額は0.5％の減でとどまっ

たところだろうかと思っております。 

 増減の主な原因、これは何でしょうか、またこれ

もあわせて見通しについてもお尋ねをいたします。 

○野々内委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 市税の増減の主な要因で

ございますけれども、御指摘がございましたように

法人市民税におきましては、平成26年10月からの税

率の引き下げによりまして約４億円減少したもので

ございます。これに対しまして、個人市民税におき

ましては、給与所得者の所得の伸びにより約１億

3,000万円がふえました。固定資産税、都市計画税

におきましては、家屋の新増築や設備投資による償

却資産の増によりまして、約１億3,000万円の増と

なったところでございます。この結果、市税全体と

いたしましては約１億4,000万円、0.5％の減となっ

たものでございます。 

 今後の見通しでございますけれども、なかなか予

測は難しいところでございますけれども、法人市民

税におきまして、平成31年10月から法人税割の税率

がまた3.7％引き下げとなりますので、その後その

影響が出てくるものと考えております。 

○野々内委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 単年度分はようわかりました。 

 今後も特に税収について大変だなという分が見込

まれますので、先ほど言いましたが特に出ずるを抑

えて効率的にやっていただきたいと思います。 
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 ３番目に、地方消費税の交付金、これは対前年比

で9.8ポイント減と大きく前年を下回っておりま

す。どのように分析されていますでしょうかお尋ね

をいたします。 

○野々内委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 地方消費税は、国税であ

ります消費税と一括して税務署に納税をされます。

８％のうち、地方消費税が1.7％分地方に配分され

ます。都道府県の間で、商業統計に基づく小売年間

販売額などにより案分、精算が行われた後に、２分

の１が市町村に地方消費税交付金として交付されて

いるところでございます。 

 本市の平成28年度決算額は約35億6,000万円でご

ざいました。前年度に比べて３億8,000万円の減額

となったところでございますけれども、県内他市の

状況及び島根県の地方消費税につきまして、いずれ

も前年度より減額となっているところでございま

す。また、地方全体の地方消費税も前年度を下回る

状況となっておりまして、その原因については詳細

な分析はなかなか難しいのではございますが、全国

的に消費活動が伸び悩んだのではないかと推測をし

ているところでございます。 

○野々内委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 特にこの消費税の関係ですけれ

ども、今は８％ですけれど、本来は10％に伸ばすと

いう話が出ております。それについて、今の国の各

党派の中によっては、そのままずっと延長せえとい

う話も出ておりますが、それについての考えはござ

いますか。 

○野々内委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） これは当然10％に伸ばすこと

を私どもは前提として将来の財政推計をやっており

ます。したがいまして、この10％につきましては必

ずやっていただきたい。この点につきましては全国

市長会が毎年強く要請をしているところでございま

す。 

○野々内委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 これは一議会だけではだめだと

思いますので、しっかりとまた活動をお願いしたい

と思います。 

 次に、財産収入についてお尋ねをしたいと思いま

すが、市有地の売却収入、この伸び率は何百％あっ

たと思いますが、大きいものがありますが、主な内

容、これの状況をちょっと教えていただけますか。 

○野々内委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 市有地売却収入につきま

しては、平成27年度が１億2,400万円ほどでござい

ましたが、平成28年度は５億9,300万円と約４億

6,900万円ふえております。伸び率にして387％でご

ざいます。 

 この主なものでございますけれども、全体として

は35件ございましたが、旧内中原幼稚園跡地の売却

が約３億7,700万円、それから旧環境センターの土

地を上下水道局へ１億2,400万円で売却いたしまし

て会計がえをいたしました。 

 この２つで約５億円ございますので、このことが

主な要因でございます。 

○野々内委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 わかりました。 

 特段に大きいのがなかったということですが、次

年度に向けて、計画されているもの等がありました

らお尋ねします。わからんと言われたら結構です。 

 次に、５番目の項目として扶助費についてお尋ね

しますが、対前年度比5.9ポイント、額にして13億

6,694万円ほど増加しております。これは毎年度で

すけれど増加傾向でありまして、扶助費全般につい

ても国や県の事業によるものと市の事業によるもの

の比較をお願いしたいのと増加の割合をあわせてお

尋ねをいたします。 

○野々内委員長 西村福祉部長。 

○福祉部長（西村昌志） 扶助費につきましては、

平成28年度は約246億円で、そのうち国の制度分は

約217億円、全体の88％を占めております。市単独

分は約29億円で、全体の12％となっております。 

 前年度からの増加の割合は、国の制度分が約13億

円増の6.3％で、市単独分は約7,300万円増の2.6％

となっております。 

○野々内委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 年々増加して、これが何年前だ

ったか忘れましたけれど、うちの会派の委員のほう

から話が出ました。１回やれば全部それが残ってし

まうと。どこまでで切るんですかという話も出たこ

とがございますが、国の方針なり、市の方針で進む

わけですから、その辺について何でもかんでもイエ

スマンという判断でしょうかお尋ねします。 

○野々内委員長 西村福祉部長。 

○福祉部長（西村昌志） 国の制度として行われる

ものについては、それにあわせて行いたいと思って
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おりますし、市の政策上必要だということで進めさ

せていただけたらと思っております。 

○野々内委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 わかりました。 

 次に、公共施設の適正化の基本方針の進捗、これ

についてお尋ねをいたします。 

 平成26年３月に公共施設適正化基本方針につい

て、策定委員会から提言がございまして、財政上の

問題、そして老朽化した施設の放置により市民の生

命を危険にさらすことにならないためにも、延べ面

積にして42％の公共施設を削減する、この目標を立

てられましたが、どの程度進みましたでしょうか。

また、老朽化した施設の取り壊しはどの程度でしょ

うか。危険性はないのか等についてお尋ねをいたし

ます。 

○野々内委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 適正化の計画の目標でご

ざいますけれども、今後30年間で延べ床面積88.4万

平米を42％削減、面積にして37.2万平米の削減を目

標としております。この削減目標に対する進捗状況

でございますけれども、平成28年度末までに23の施

設の適正化を実施いたしましたので、削減面積は約

２万1,000平米と試算をしております。進捗率とい

たしましては約5.6％でございます。今後も積極的

に随時ローリングを実施しながら、目標達成に向け

て皆様の理解を得ながら進めてまいりたいと思って

おります。 

 また、廃止をした施設につきましては、基本的に

は跡地の活用のめどが定まったものについては解体

をし、売却をする方向で取り組んでおります。その

他、廃止した施設につきまして、老朽化の状況につ

いては適宜把握する必要があると考えておりまし

て、地域の安全に影響を及ぼす可能性があるような

危険なものがあれば、対応していかないといけない

と思っております。これに基づいて平成28年度末ま

でに廃止した施設について、美保関の森山地区体育

館を今年度中に解体撤去する予定でございます。以

上です。 

○野々内委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 わかりました。 

 しっかりと進めるべきは進めていただきたいと思

います。 

 それでは、最後ですけれども、企業団地事業の特

別会計、揖屋干拓工業団地についてお尋ねいたしま

す。 

 揖屋干拓の工業団地は、その立地や地域産業への

貢献について、大いに期待が持てるものでありま

す。団地造成のための経費は、将来にわたる税収入

で回収できるものであり、売却に向けても柔軟な発

想、検討が必要と思いますが、現状と今後の見通し

についてをお尋ねいたします。 

○野々内委員長 矢野産業経済部長。 

○産業経済部長（矢野正紀） 売却方針といたしま

して、購入する企業ができる限りコストを抑えて、

施設に応じた立地ができるよう、現状のまま一括に

て売却する方針でございます。 

 売却先については１社を前提としておりますが、

開発あっせん業者が一括購入をして、その業者が複

数の企業を取りまとめて売却することも視野に入れ

て取り組んでまいりたいと考えております。 

 これまで、大手建設メーカーや物流、製造業な

ど、関心をいただいた７企業と販売折衝を行ってま

いりました。今後折衝の進展を見きわめながら、引

き続き営業活動に取り組んでまいりたいと思ってお

ります。 

 また、経済団体等から御意見や御協力をいただき

ながら、一体となった誘致活動に取り組むととも

に、県の東京、大阪、名古屋、広島事務所などとも

連携をしながら誘致活動に取り組んでまいりたいと

考えております。 

○野々内委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 方向性はわかりました。 

 今後の見通しを含めてですけれども、全エリア、

７万7,000ほどでしたか、77町歩ぐらいですけれ

ど、それについての全部売れたとしたときの、税収

とかそういったものについての見通しが立っていた

らお尋ねしたいんですが。 

○野々内委員長 矢野産業経済部長。 

○産業経済部長（矢野正紀） これも少し幅がある

試算でございますけれども、近隣の土地の標準価格

とか、そういったことを勘案いたしまして、それか

ら建物も標準的なものとみますと、シミュレーショ

ンでは、固定資産税、都市計画税合わせて１年間

3,800万円から6,000万円程度の収入見込みではない

かなと。これもあくまでも机上のシミュレーション

でございますが、立てているところでございます。 

○野々内委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 どうもありがとうございまし



－6－ 

た。以上で会派代表の質疑は終わるわけですけれ

ど、この後は各分科会におかれてもんでいただきた

いと思います。 

 終わります。 

○野々内委員長 真政クラブ岩本雅之委員。 

○岩本委員 真政クラブの岩本雅之でございます。 

 それでは、通告に従って、真政クラブを代表して

総括質疑をさせていただきたいと思います。 

 まずは、財政運営と効率的な公共施設の適正化に

ついて、平成28年度の決算を見ますと、合併算定が

えが終了し、交付税の減少を無視できない状況にあ

ります。さきの質問においても、その対応に公共施

設の適正化や職員定数の見直しなどを図ると答弁し

ていらっしゃいます。 

 確かに、総務省の調査をもとにした業務の効率化

を進めている自治体の取り組みの状況について、日

経のグローカルでは全国トップとなっていますが、

その評価は可としても、一方では、公共施設の縮減

によって市民サービスが低下することが懸念されて

います。 

 縮減ありきや民間譲渡を前提とする話をすると、

市民が活用や維持するための意欲をなくしてしまう

という結果も出ますので、その辺は配慮をして地域

で生かすという自主性を引き出すような努力をして

いただきたいが、平成28年度の状況はどうだったの

か御所見を伺いたいと思います。 

○野々内委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） これは本会議でも御答弁申し

上げておりますけれども、平成28年度末までに23施

設の適正化を実施いたしました。現在協議中の施設

も含めまして、適正化を進める際には地元の関係者

等に丁寧に説明をして、十分な協議を踏まえて、御

理解をいただきながら進めているところでございま

す。 

 23施設のうち、譲渡をしたものが６施設、そのう

ち４施設については、実態といたしまして地域の集

会所として利用されていたものでございまして、地

元へ譲渡をいたしております。地元へ譲渡をすると

きは、受け皿として地縁団体を組織していただくこ

とになりますけれども、施設を自由に利用できるこ

とになりますので、その組織において施設の利活用

策を考えて、また地域で主体的に運営をしていくこ

とになるわけでございます。 

 この適正化の取り組みはとかくマイナスのイメー

ジに捉えられがちでございますが、こうした例のよ

うに、地域の拠点ができることにより交流が生まれ

ると、そして地域の結びつきを強めて地域の活性化

につながるものと認識をいたしております。 

 また、公共施設の適正化を着実に進めまして、施

設の維持管理費を縮小し、自主財源を確保していく

ことが、ひいては効率的、効果的な市民満足度の高

い行政サービスの実施につながるものと考えており

ますので、引き続き取り組んでまいりたいと思って

おります。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続いて、平成28年度第１次総合戦略重点プロジェ

クトごとに絞って質問させていただきます。 

 きらりと光る元気な企業群づくりプロジェクトよ

り、「食と観光」誘客販売推進事業ですが、民間事

業者による持続可能な経営基盤の確立が求められる

と思います。遊休施設を購入した上で改修、整備し

たショップ、ネットの販売売上額、平成28年度の実

績は74万9,000円という結果になりましたが、この

事業に対する効果があれば伺いたいと思います。 

○野々内委員長 矢野産業経済部長。 

○産業経済部長（矢野正紀） このアンテナショッ

プは平成29年３月末にオープンいたしまして６カ月

が経過いたしますが、売上額は当初の経営計画どお

りに推移している状況でございます。 

 このショップでは特産品を活用した新商品の発表

や既存商品であってもネーミングやパッケージに工

夫を凝らして、消費者の声を聞きながら売れ筋商品

づくりに取り組んでいるところでございます。今後

運営事業者は、これまでの販売情報をもとに10月に

はバイヤーとの商談を行うこととしておられます。

引き続き販路開拓を行い、生産者、加工業者の生産

拡大につながるよう支援をしてまいりたいと思って

おります。 

 また、商品のよさを知っていただいた消費者に

は、インターネット販売にもつなげていくこととし

ておりますが、インターネット販売では商品単価に

対して送料の割高感が大きいため、今現在消費者ニ

ーズに応じたセット商品の開発などに取り組んでお

られるところでございます。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 ぜひしっかりと進めていただきたいと

思います。 
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 次に、商業活性化支援事業につきまして、人口減

少社会において、地域における商店をさまざまな側

面から支援していくことは重要なことであります

が、チャレンジショップ事業、買い物支援事業、販

路開拓支援事業について、現在どのような効果をも

たらしているのかを伺いたいと思います。 

○野々内委員長 矢野産業経済部長。 

○産業経済部長（矢野正紀） まず、空き店舗を活

用するチャレンジショップ事業でございますが、平

成28年度は新規が９件、継続13件の補助を行いまし

た。この事業の活用によりまして、近年は30代を中

心に若い方の起業がふえ、また従来は多くが飲食店

の創業でございましたが、近年は小売、サービス業

など、多様な店舗が出店する傾向へと変わっており

ます。商店街の新たな魅力創出や活性化につながっ

ていると考えております。 

 また、買い物支援事業では、昨年５月に松江市矢

田町の食品スーパーが閉店をし、同地域に生鮮食料

品を扱う店舗がなくなったことから、新たな食品ス

ーパーの出店に対する支援を行い、買い物不便地域

が解消いたしました。 

 販路拡大事業については、平成28年度は製造業、

商業合わせて県外の展示会出店に対して28件の支援

を行いました。事業者の創業から企業力向上に対す

る総合的な支援を行うとともに、経営の安定化に向

けて商工会議所、商工会等と連携をしてサポートし

てまいりたいと考えております。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、農林水産業の成長産業化プロジェク

トより、農商工連携推進事業について、特産振興室

が設置されましたが、その設置に対する検証または

評価があれば。また地域産業活性化を推進する体制

の構築に向けて今頑張っていらっしゃいますが、そ

れの現状の課題があれば伺いたいと思います。 

○野々内委員長 矢野産業経済部長。 

○産業経済部長（矢野正紀） 農水商工連携事業で

は、これまで開発した商品は合計53品ございます。

そのうち、平成28年度は７品、平成29年度は９月１

日現在で２品の開発を支援してまいりました。 

 平成28年４月に設置いたしました特産振興室で

は、本市の農林水産業の生産者や民間事業者の活性

化を図るために、地域内の経済の好循環を図る地産

地消、それから外貨獲得や誘客を目指す地産外商を

柱に、松江の魅力を発信するブランド商品づくりと

産地のイメージアップに取り組んでいきたいと考え

ております。 

 課題といたしまして、これまで開発した商品や既

存産品の販路が広がっていないことがございます。

平成28年度は首都圏のバイヤーを招聘した商談会、

また東京で開催したまつえ特産品フェアでのバイヤ

ーとのマッチングを実施いたしまして、３件の商談

が成立いたしました。今後もさらなる販路拡大、販

売拡大につなげるべく、商工会議所、商工会ととも

に取り組んでまいりたいと考えております。 

 また、松江ブランドの向上に向けて、来年開催い

たします松平不昧公200年祭を契機にお茶の生産振

興やお茶を使った料理、スイーツコンテストの開

催、お茶の関連商品の開発に取り組みますととも

に、本年12月に東京の浅草まるごとにっぽんで開催

するまつえ特産品フェアにおいて、茶の湯文化にま

つわる関連商品のＰＲ、販路開拓、また来年の

200年祭の観光誘客にも取り組んでまいりたいと考

えております。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 ぜひこの事柄は、本当に行政当局だけではなく

て、この事柄全体を松江市民全体でしっかりと認識

した上で、全ての方々が一緒になって進めていけた

らいいんではないかなと思っております。 

 続きまして、人材還流・松江暮らし推進プロジェ

クトより、松江市共創のまちづくり事業について、

共創・協働の数値目標を立てていらっしゃいます。

平成33年度に50％と設定していますが、その根拠を

伺いたいと思います。 

 また、共創の理念、手法を市民や市の職員へ定着

させるために必要な体制とは何でしょうか。 

○野々内委員長 早弓市民部長。 

○市民部長（早弓康雄） 共創・協働のまちづくり

事業の実績といたしましては、総合計画の主要事業

が495ありますが、83が共創・協働事業に該当する

ものでございまして、16.8％となったところでござ

います。共創によるまちづくりを市政運営の基本姿

勢としていることから、主要事業の過半数を目指す

ために平成33年度の目標を50％としたところでござ

います。 

 これまで、平成26年度から共創のまちづくり推進

本部を立ち上げ、ＮＰＯ法人や市民活動団体などを
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含めました企画運営委員会を設置し、市議会議員の

皆様にも御参加いただいておりますが、共創・協働

マーケット、ワークショップ、研修会などを開催し

てまいりました。 

 共創の理念、手法の定着に向けましては、市の職

員につきましては共創・協働ガイドブックで徹底を

図り、それから市民の皆様に対しましては、こうし

た実践を通しまして浸透を図っていきたいと考えて

おります。以上でございます。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、空き家等対策事業について、若年者

のＵＩターンで、中心市街地の賃貸住宅家賃の一部

を補助するメニューがございます。その効果とそれ

からこれを進めるに当たって何か……。 

○野々内委員長 岩本委員、通告では生活困窮者自

立支援事業になっています。 

○岩本委員 済いません。じゃあ、そっちのほうを

先にやらせてもらいます。 

 それでは、改めまして生活困窮者自立支援事業に

つきまして、この事柄は重要だと思っています。就

労自立支援、一般就労への定着など、支援に対する

効果と現状の課題について伺いたいと思います。 

○野々内委員長 西村福祉部長。 

○福祉部長（西村昌志） 平成28年度には153名の

方をハローワークに支援要請を行うとともに、８名

の方を松江市くらし相談支援センターが行います就

労準備支援事業へおつなぎいたしました。 

 成果といたしましては、31名を就職に結びつける

ことができ、８世帯につきましては生活保護からの

脱却を図ることができました。 

 これまでの課題として、就職のあっせんはその都

度ハローワークに支援要請が必要でございました

が、このたび10月からハローワークプラスを市役所

内に開設し、より一層の自立支援を図ることといた

しております。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 この事柄につきましては、本当に社会

でさまざまな方が活躍していくこと、それから地道

な努力が必要であろうかと思っております。引き続

いてこの支援事業について頑張っていただければあ

りがたいなと思います。 

 続きまして空き家対策事業につきまして、若年者

のＵＩターンで中心市街地の賃貸住宅家賃の一部を

補助することにつきまして、その効果と現状の課題

があれば伺いたいと思います。 

○野々内委員長 藤原歴史まちづくり部長。 

○歴史まちづくり部長（藤原亮彦） この補助制度

を活用して、本市にＵＩターンをされました若年世

帯は、制度が始まりまして平成20年度から平成28年

度までの９年間で21世帯、43名になってございま

す。しかし、そのうち９世帯15名につきましては、

補助の対象期間は３年あるんですけれど、その期間

の途中であっても、実は市内の別の住宅に転居され

ているという事例も見られたところでございます。 

 こうしたことから、中心市街地における家賃の補

助制度、月額１万円という制度でございますが、Ｕ

Ｉターンの皆さんが一旦市内に転入していただくこ

とのきっかけにはなりますが、そこに住み続けてい

ただくほどの効果のある制度にはなっていないんじ

ゃないかと想定しているところでございます。 

 平成27年度、平成28年度に松江市へＵＩターンし

ていただいた方の中で、この補助制度を使われた方

というのは非常に率が低いという実態もございます

ので、補助内容を含めて見直しを行ってまいりたい

と考えてございます。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 この制度自体については私は非常にす

ばらしい制度であると思っております。ただ、現状

の状況とか、そういうことを踏まえながら、今部長

がおっしゃったようにいろいろと検証していただい

て、現実に即したスピード感がある事業というもの

をまた考えていただければと思います。 

 続きまして、子育て環境日本一実現プロジェクト

より、乳幼児健診事業につきましては、一貫した子

育て環境を構築する上で非常に重要な事業であると

私は考えております。35歳以上のハイリスク妊婦な

ど、さまざまな総合的な取り組みに対する評価と現

状の課題があれば伺いたいと思います。 

○野々内委員長 舩木子育て事業部長。 

○子育て事業部長（舩木忠） 妊娠届け出時に母子

保健コーディネーターが全ての妊婦の方と面談を行

っております。その中でハイリスク妊婦となる方を

地区担当保健師につなぎ、妊娠早期から寄り添った

支援を行っております。このことについては一定の

評価をいただいていると思っております。 

 このハイリスク妊婦の方には、できるだけ早い時

期に、それぞれの妊婦のニーズに合った適切な支援
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を行うことが重要であると考えておりまして、引き

続き周産期医療機関からの連絡票などを活用いたし

まして、早期支援に努めてまいりたいと考えており

ます。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、健康都市まつえ・安心安全なまちづ

くりプロジェクトより、災害時要援護者支援事業並

びに要配慮者支援推進事業について、地域での要配

慮者の把握状況と要配慮者支援会議の設置状況と課

題があれば伺いたいと思います。 

○野々内委員長 西村福祉部長。 

○福祉部長（西村昌志） 地域の要配慮者につきま

しては、避難行動要支援者名簿掲載者約２万

5,000人のうち、日ごろからの見守り等に同意なさ

った方、約9,500人を把握しております。 

 要配慮者支援会議につきましては、現在156組織

が設置されておりますが、住民基本台帳の世帯数に

占める割合は26％にとどまっていることが課題と考

えております。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 この要配慮者支援会議につきましては

全地域で、そこにいらっしゃる方々とお話をしてい

ただいて、しっかりとこの会議の重要性とかを説明

していただいて、設置を進めていただいたらうれし

いなと思います。 

 続きまして、松江の魅力を高める環境・都市デザ

イン推進プロジェクトより、ＪＲ松江駅前整備検討

事業について３つの整備案が出ています。この整備

構想案に対する評価と、それからこの評価を生かす

ために現状の課題があれば伺いたいと思います。 

○野々内委員長 藤原歴史まちづくり部長。 

○歴史まちづくり部長（藤原亮彦） この案につき

ましては、いずれの案も既成概念にとらわれない、

大胆で夢のある提案であると思っているところでご

ざいます。しかしながら事業主体や事業費などを考

慮しないで自由な発想で提案されたものでもござい

ますので、今後技術的な視点、事業費の面なども踏

まえまして詳細に課題の整理を行っていきたいと考

えてございます。 

 松江駅前を市民が集えるような場所にして、にぎ

わいを創出していくために必要な機能、それをどう

配置していくかということを策定すること、それか

ら民間主導の開発誘導と行政の役割の分担を整理

し、実現につなげていくことが大きな課題であると

考えてございます。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 続きまして、都市計画マスタープラン

改定事業について、現在地区ごとのまちづくり意見

交換会や市民アンケートの分析が急がれるところで

ございます。特に、周辺集落地域において生活に必

要なサービス機能とは、具体的にはどういったサー

ビスを想定していらっしゃるのか伺いたいと思いま

す。 

○野々内委員長 藤原歴史まちづくり部長。 

○歴史まちづくり部長（藤原亮彦） 想定される生

活サービス機能でございますが、その地域にある既

存のそういう機能を有効活用することを基本といた

しまして、その地域にないような機能、例えて申し

上げますとスーパーマーケットであったり、コンビ

ニ、病院、福祉施設、子育て施設、郵便局、ガソリ

ンスタンド、それからＡＴＭ、そういったものがあ

ると考えてございます。 

 いずれにしましても、それぞれの地域において基

盤も違いますので、必要なサービス機能はさまざま

であると思っております。今後さらに地域の皆さん

と意見交換をしながら、その結果を都市計画マスタ

ープランに反映していきたいと考えております。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 その地域の実情に合った形で進めていただければ

と思います。 

 続きまして、大橋川周辺まちづくり検討事業につ

いて、これまでの意見を整理し、分析した上で、統

一の方向性に向けた具体的な検討作業に入るべきで

あると思いますが、現状の課題があれば伺います。 

○野々内委員長 古藤大橋川治水事業推進部長。 

○大橋川治水事業推進部長（古藤俊光） 大橋川改

修を契機としましたまちづくりにつきましては、現

在大橋川上流部で河川護岸や新大橋の設計が進めら

れているところでございます。いよいよ地元を初め

関係者の皆様と具体的な協議の段階になったと考え

ているところでございます。 

 大橋川の設計に当たりましては、単なる河川改修

ではなく、にぎわいのある水辺空間の創出、あるい

は背後のまちづくりを含めて検討していく必要がご

ざいます。そこには地元住民の皆さんや商業者の皆

さん、あるいは水面事業者の皆さんなど、さまざま
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なお考えがあることから、将来の大橋川周辺の姿に

ついて、関係者の皆様と十分な議論の上、合意形成

を図っていくことが大きな課題だと考えておりま

す。 

 既に白潟地区では、地元の皆さんを中心にした協

議会でまちづくりを検討していただいております

が、今後は他の地区でも同様に地元協議会等で検討

を始めていただくように働きかけてまいりたいと考

えております。 

 あわせまして、地元の皆さんや商業者の皆さんな

ど、関係者の皆さんが相互に考え方を共有して協議

できるような意見交換会などの開催、あるいはミズ

ベリング松江会議によります水辺のにぎわいづくり

の取り組み、こういったものを通じまして行政と関

係者が一体となって、将来の大橋川周辺の姿を具体

化してまいりたいと考えております。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 ぜひそのように進めていただければと思います。 

 住生活基本計画策定事業につきまして、この事業

につきましては、福祉と住政策の連携が重要である

と考えております。この策定に当たって、何か現状

で課題があれば伺いたいと思います。 

○野々内委員長 藤原歴史まちづくり部長。 

○歴史まちづくり部長（藤原亮彦） 策定に当たっ

ての課題でございますが、市内の高齢者や障がい者

世帯、ひとり親世帯など住宅の確保に配慮が必要な

方々の実態調査を行うことによりまして、どこにど

のような住宅をどれぐらいの数を確保すべきかとい

う想定を行っていくことが重要であろうと思ってい

ます。 

 今回は、これまで国、県の統計による推計値を用

いて計画をつくっておりましたが、より市が持って

おりますそういう情報を駆使して、実態に合った形

で想定をしたいと思っております。こうした調査結

果と高齢者福祉計画、介護保険事業計画などの福祉

施策や都市マスタープランとの整合性を図ることで

より実効性のある計画を策定していきたいと考えて

ございます。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、国内外を視野に入れた力強い産業圏

域の形成より、中海・宍道湖・大山圏域市長会事業

について、人口減少のダム機能を高めるために本当

に私は重要な取り組みであると考えております。こ

れまでの取り組みの効果と現状の課題があれば伺い

たいと思います。 

○野々内委員長 井田政策部長。 

○政策部長（井田克己） 中海・宍道湖・大山圏域

市長会では、圏域人口60万人の確保を目指しまし

て、平成27年度に圏域版の総合戦略を策定したとこ

ろでございます。県境を超え、行政のみならず経済

界の皆様と一体となって、さまざまな事業に取り組

んでいるところでございます。 

 平成28年度には山陰いいものマルシェの開催、イ

ンドとの経済交流、縁結びスマートナビの圏域への

展開などに取り組んでまいりました。 

 総合戦略の目標に設定いたしました圏域への観光

入り込み客数、圏域内企業の商談件数などにつきま

しては、現時点でおおむね計画どおり進んでおりま

すけれども、人口減少対策は今後も粘り強く、継続

的な取り組みを続けていく必要があると考えており

ます。 

 そして、人口減少のダム機能を高め、目標である

圏域人口60万人を確保するためには、力強い産業圏

域を形成し、雇用の創出につなげていくことが重要

であろうと考えております。 

 今後はさらに経済界や大学と連携したインドから

のＩＴ人材の受け入れ、圏域の官民で立ち上げまし

たＤＭＯの事業推進など、圏域の行政と経済界が一

体となりまして取り組みを深化させることで産業振

興や交流人口の増加を図ってまいります。 

以上でございます。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 最後の質問になります。 

 松江市の総合計画の障がい者福祉の充実より、相

談支援事業について、昨日も米田委員のほうからも

ありましたけれども、サポートステーション絆事業

につきまして、相談窓口としてこれは官民連携、そ

れから関係機関連携のモデルであると私は考えてお

ります。現状の課題とかがあれば伺いたいと思いま

す。 

○野々内委員長 西村福祉部長。 

○福祉部長（西村昌志） 絆は、障がいに関する総

合相談の窓口でございます。その相談内容は非常に

多様であるために幅広い知識が必要であると思って

おります。今後も引き続きまして相談員のスキルア
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ップと委員がおっしゃるとおりに関係機関との連携

強化に取り組んでまいりたいと思っております。 

○野々内委員長 岩本雅之委員。 

○岩本委員 そういたしますと、平成28年度の第１

次総合戦略並びに松江市総合計画、ぜひこれからも

力強く進めていただければと思います。以上で質問

を終わります。ありがとうございました。 

○野々内委員長 公明クラブ篠原栄委員。 

○篠原委員 公明クラブの篠原栄でございます。会

派、私から質問をさせていただきますが、多少重な

っていることはありますけれども、少し角度は違う

ようなところもありますので、通告どおりさせてい

ただきたいと思います。 

 会計につきましては２つの会計について質問をい

たします。 

 初めに、平成28年度の一般会計の決算についてで

ありますが、歳入総額に占める一般財源等の公債費

比率が65.4％、前年比では0.9ポイントは増加して

おりますけれども、依然減少傾向にあるところであ

ります。社会保障関係費、そういった増加が見込ま

れる中、一般財源の確保に努めなければならないけ

れども、平成28年度につきましてはどのような御努

力をされたかお伺いをしたいと思います。 

○野々内委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） 一般財源の確保につきまして

は、柱となる市税の徴収率を上げていくことを重点

的に取り組んだところでございます。文書催告、あ

るいは納付相談を行うなどの努力をいたしたわけで

ございますが、その結果、市町村合併後最も高い収

納率97.95％をもって税収を確保したということで

ございます。 

 それから、財産収入につきまして拡大を目指しま

して、土地、建物の未利用財産の売却を積極的に進

めて、自主財源の確保に努めたところでございま

す。 

○野々内委員長 篠原栄委員。 

○篠原委員 ありがとうございます。 

 一般財源は、それこそ使途が特定されずに自由に

使えるという極めて貴重な財源でありますので、今

後ともぜひ御努力をお願いしたいと思います。市長

の答弁の中から２点ほど、次個別に質問となりま

す。 

 まず、先ほど市税の話もございましたけれども、

市税の収入未済額５億4,300万円ほどあります。平

成25年度６億4,200万円、平成26年度が６億4,100万

円、平成27年度５億6,000万円、そして平成28年度

は５億4,300万円。少しずつ、こうしてみますと未

済額も改善傾向、御努力をされていると思いますけ

れども、いよいよこれから先が難しいかなという気

がいたしております。この収入未済額の取り組み状

況、そして今後の見通しについてお伺いをいたしま

す。 

○野々内委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 市税の収入未済額でござ

いますけれども、市町村合併時には14億9,600万円

余りございました。平成28年度には５億4,300万円

余りに縮減をさせたところでございます。市税の収

納率は先ほど市長も申しましたように平成28年度は

合併後最も高い実績となったところでございます。 

 取り組みといたしましては、滞納整理に早期に着

手をいたしまして、新たな滞納者の皆さんをふやさ

ないように取り組むとともに、状況に応じ電話や訪

問などを行っているところでございます。また、夜

間、休日も含めまして滞納者の実情に即した納税相

談も行っております。納期内の納付が困難な方につ

いては分納相談なども含め対応しているところでご

ざいます。年度を繰り越すような滞納者の方につき

ましては、財産調査を徹底して行いまして、滞納処

分が可能な場合は積極的に滞納処分を行っていると

ころでございます。 

 今後につきましては、収入未済額が縮減していく

中で、従来のようなペースでの縮減は難しくなりつ

つありますけれども、滞納者個々の状況の把握に努

めながら今後ともさらなる収入未済額の縮減に向け

取り組んでまいりたいと考えております。 

○野々内委員長 篠原栄委員。 

○篠原委員 ありがとうございます。 

 ぜひ御努力をお願いしたいとともに平成27年度の

不納欠損が１億1,000万円、それから平成28年度が

4,500万円。不納欠損が大体3,000万円から5,000万

円ぐらいずつ毎年度出ております。それにつきまし

てもぜひ注視をしていただきたいと思っているとこ

ろであります。 

 質問の３番目ですが、財産収入に努力をされ、前

年度に比べまして増加が見られます。その状況とそ

れから課題についてお伺いいたします。 

○野々内委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 平成28年度の財産収入の
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増につきましては、先ほど野津委員の質問にもお答

えをしておりますけれども、市有地の売却収入が対

前年度で４億6,900万円ほど伸びたところでござい

ます。その主な要因は旧内中原幼稚園跡地の売却、

旧環境センターの土地の売却が主なものでございま

す。現在、売却可能な土地につきましてはホームペ

ージ等々で情報を広くお知らせすることにより、可

能なものから順調に売却を進めているところでござ

います。 

 今後の課題でございますけれども、狭小地や変形

地、または郊外周辺部等の売却が難しい未利用財産

もございます。この辺をどのように有効活用につな

げていくのかが今後の課題、検討するところだと思

っております。 

○野々内委員長 篠原栄委員。 

○篠原委員 ありがとうございます。 

 それでは次に移ります。 

 公共施設適正化計画による財政の効果、それから

財政への寄与についてどうであったか伺います。 

○野々内委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 公共施設の適正化につき

ましては、23施設の適正化を実施したところでござ

いますけれども、この効果額につきましては施設の

譲渡や廃止等をいたしましたので、その施設に係る

指定管理料等が発生しなくなります。こうした運営

経費といたしまして、年間約6,000万円の削減がで

きるものと見込んでおります。ただし、平成28年度

にやったことでございますので、この効果は平成

29年度から実質的にあらわれるものでございます。 

 また、適正化計画において将来にわたり全ての施

設を維持した場合に係る施設の更新経費を１年当た

り82.6億円と試算をしておりますが、これを今後

30年間で35億1,000万円まで削減するという目標を

掲げております。この目標に対する効果につきまし

ては、23施設の適正化を進めたことによりまして、

将来にわたり必要な更新経費を１年当たり約2.3億

円削減できたものと試算をしているところでござい

ます。 

○野々内委員長 篠原栄委員。 

○篠原委員 ありがとうございます。 

 今１期でございまして、割と地域に譲渡とかちょ

っとやりやすいケースになっておりますが、２期が

平成33年からスタートします。今平成29年で来年平

成30年ですから、そろそろいろいろなことを考えな

くちゃいけない時期に入ってくると思いますけれど

も、ぜひさまざまな形で、地域の方々もしくは施設

を利用されている方々についてしっかり御理解をい

ただいたり、丁寧な形でぜひ今後とも進めていただ

ければなと要望しておきます。 

 次に移ります。 

 平成28年度では統一的な基準による地方公会計の

公表に向けて資産台帳作成など財務書類の準備に努

められたと思いますけれども、その状況を伺いま

す。 

○野々内委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 平成28年度におきまして

は地方公会計の一番のポイントでございます固定資

産台帳を整備するに当たりまして、民間の会計事務

所の支援を受けながら平成27年度末時点の松江市が

保有する資産の調査を行ってまいりました。また、

現在使用しております財務会計システムの予算執行

データを財務書類に反映できるシステムの導入も行

ったところでございます。 

 引き続き平成29年度におきまして、固定資産台帳

の更新や貸借対照表を作成するために必要となる予

算執行データの複式仕訳を行うなど、統一的な基準

による平成28年度決算の財務書類を平成29年度末ま

でに作成する予定としているところでございます。 

○野々内委員長 篠原栄委員。 

○篠原委員 ありがとうございます。 

 平成29年度末までに公表するということでござい

ますので、またそれもしっかり注視をしていきたい

と思っております。 

 今までは歳入に関してでございますけれども、歳

出につきまして２点ほど質問いたします。 

 地方創生の初年度となります、平成28年度は。こ

の事業を執行した結果、まず総合的な評価を伺いた

いと思います。あわせて、課題であります人口減少

対策、平成28年度は松江市としてどうであったかと

いう取り組みの評価と課題を伺います。 

○野々内委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） 総合戦略の実施状況でござい

ますけれども、本会議でもお答え申し上げましたけ

れども、132事業のうち122事業について着手するこ

とができました。残りの10事業でございますけれど

も、現在別の手法により実施ができるよう検討を行

っているところでございます。 

 人口減少対策でございますけれども、これは粘り
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強く継続的な取り組みを続ける必要があろうかと思

っております。効果でございますが、すぐにはなか

なかあらわれませんけれども、昨年の10月以降が目

標に近い、社会増251人になっております。しかし

ながら一方では、出生者数は減少しておりますの

で、引き続き子育て支援などを進めまして、出生者

数の増加、それから社会増の取り組みをあわせて推

進をしていかなければいけないと思っております。 

 それから、評価と課題でございますけれども、こ

の秋に総合戦略推進会議を開催することにいたしま

して、市民の皆さん方の御意見を伺いながら継続的

に取り組み状況の評価をいただくことにいたしてお

ります。 

 それから、今地域版の総合戦略の策定に向けた意

見交換会を各地域で行っているところでございます

けれども、本年度も実施をすることによりまして市

内各地域でも住民主体のまちづくりの機運が高まっ

ていると思っております。何度も申し上げておりま

すけれども、地方創生を実現していくためには市民

運動として取り組んでいくことが必ず必要でござい

ますので、引き続き皆様方の御理解、御協力をいた

だきますようにお願い申し上げる次第でございま

す。 

○野々内委員長 篠原栄委員。 

○篠原委員 ありがとうございます。 

 出生率も一つの指標とはなりますけれども、大事

なのは出生数、数じゃないかと思っております。目

標2,000、大体今1,800程度ですので１割ふやさなく

ちゃいけない。ぜひ、我々も含めまして上げて取り

組んでいきたいなと思っておりますのでよろしくお

願いをいたします。以上で一般会計の決算につきま

しては終了し、特別会計で介護保険事業特別会計に

ついて質問いたします。 

 実は来年度が７期のスタートです。ちょうど平成

28年度は６期の中間点、それから今年度は最終年で

すので、来年度の介護保険事業の大きなこの決算の

中からしっかりと取り組んでいただきたいなという

思いでこれを取り上げております。 

 まず初めに、総括的ですけれども、平成28年度

は、先ほど申し上げました中間点となります。高齢

者の住まいとサービスの充実強化など４つの基本方

針に対して、その成果をどのように評価するか、ま

た地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みは

いかがであったかお伺いをいたします。 

○野々内委員長 小塚健康子育て部長。 

○健康子育て部長（小塚豊） 第６期の計画では、

高齢者の住まいと介護サービスの充実強化、健康づ

くりと介護予防の推進・認知症対策、医療と介護の

連携、さまざまな生活支援サービスの充実強化、こ

の４つを基本方針と定めて取り組んでおります。 

 総合事業への移行に向けまして、市民の皆様や事

業者の皆様に説明を行い順調にスタートしたこと

や、認知症初期集中治療チーム、あるいは在宅医

療・介護連携支援センターの設置に向けた準備を行

いまして本年４月から設置をできたこと、また６つ

の地域包括支援センターごとに医療、介護、福祉の

関係者などによる地域ケア会議を設置、開催いたし

まして、地域課題の抽出を進めたことなど、おおむ

ねスケジュールどおりに進んでいると考えておりま

す。 

 しかしながら、定期巡回、随時対応型の訪問看護

など地域密着型サービス施設の整備につきまして、

平成28年度末までに８施設を整備する予定でした

が、４施設の整備にとどまるなど、整備については

未達成の状況でございます。 

 加えまして、地域包括ケアシステムの構築でござ

いますが、宍道地区で在宅医療・介護連携のモデル

事業といたしまして、パネル展示や研修会、シンポ

ジウムを開催したところでございます。 

○野々内委員長 篠原栄委員。 

○篠原委員 ありがとうございます。 

 この介護保険事業の歳出の決算ベース、少し経年

を比較してみたいと思いますが、平成18年度、これ

は平成17年度の合併翌年になります。このときが決

算ベースで113億円。平成24年度、東出雲町が平成

23年ですから、その合併翌年です。平成24年度が

164億円。そして、平成28年度193億円、極めて高い

伸びを示しております。平成24年、そして平成

28年、これは４年間ですけれども比較しますと18％

の上昇となっております。平成27年と平成28年は

1.8％でございますので、少し伸び率はダウンはし

ておりますけれども、今後もどの程度の伸び率にな

るかわかりませんが上昇も予測されます。この伸び

についてどのように捉えているのかお伺いをいたし

たいと思います。 

○野々内委員長 小塚健康子育て部長。 

○健康子育て部長（小塚豊） 本市の介護給付費に

つきましては、平成24年度以降毎年４％から6.1％
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の伸びが続いております。しかしながら、平成28年

度は1.8％の伸びにとどまっております。これは、

平成27年度の介護報酬の改定もございますけれど

も、本市におきましては先ほど申し上げました地域

密着型サービス事業所の整備が進んでいないことな

どが要因として考えられるのではないかと思ってお

ります。 

 しかしながら、今後も高齢者は増加し、要介護認

定者もふえてまいります。介護予防あるいは保健活

動の一層の充実、それから介護報酬の改定などによ

りまして給付費の伸びはやや鈍化していくものと考

えておりますが、今後も給付費全体は引き続き伸び

ていくものと考えております。 

○野々内委員長 篠原栄委員。 

○篠原委員 それで具体的に単年度決算を見てみた

いと思います。 

 平成17年度からの単年度収支でありますけれど

も、おおむねマイナス9,000万円からプラス9,000万

円と動いております。もちろん、繰越金によって実

質収支という形に、それを計上しておりますけれど

も、平成28年度は実に突出をしておりまして、単年

度が６億8,000万円の黒字となっております。この

10年間を見てもこういった数字は実はないんであり

ますけれども、この要因についてお伺いをしたいと

思います。 

○野々内委員長 小塚健康子育て部長。 

○健康子育て部長（小塚豊） 先ほどお答えいたし

ましたとおり地域密着型サービス事業所の施設整備

が進まなかったことで、それに対して予定をしてお

りました介護給付費が思ったように伸びなかったと

いうことで乖離が生じたものと考えております。 

○野々内委員長 篠原栄委員。 

○篠原委員 平成28年度につきましては、予算と決

算の乖離が７億3,800万円、実はあります。これは

多分平成27年度からスタートした第６期の段階でか

なりふえたわけです。５期から６期、11億円ぐらい

実はふえています。それが一つのベースにあったの

かなと思っておりますけれども、先ほどありました

ように施設をつくることと介護保険の保険給付につ

いては非常にリンクしているわけでありまして、こ

このところをどうバランスをとるかというのは今後

非常に重要じゃないかなと思っております。第７期

につきましてはなるべく地域にという流れになって

おります。ソフトが重視される予定になっておりま

すので、施設と介護保険の保険給付についてのバラ

ンスをよく、何が必要かということをぜひよく見て

いただければなと要請はしておきます。以上で終わ

ります。ありがとうございました。 

○野々内委員長 市民クラブ森本秀歳委員。 

○森本委員 市民クラブの森本秀歳でございます。

若干重なる部分がありますけれども、質問させてい

ただきます。 

 まず、一般会計のほうでございますけれども、平

成28年度は第１次総合戦略に基づき、５つの基本目

標と10の重点プロジェクトを掲げた主要事業を中心

に平成27年度２月補正であわせて共創の手法により

重点的に取り組んでいくとのことでありました。先

ほど岩本委員からは詳細な質問が出ましたし、また

篠原委員のほうからも同じような質問が出たわけで

ございますけれども、この達成状況について成果や

課題につきまして総括的な見解をお伺いいたしま

す。 

 また、地元の経済界等の反応や評価はどうであっ

たのかお伺いいたします。 

○野々内委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） 総合戦略の成果、課題は先ほ

ど篠原委員にお答えをしたとおりでございます。 

 具体的な中身でございますが、平成27年度の２月

補正以降、地方創生加速化交付金、それから地方創

生推進交付金などを活用いたしまして、山陰いいも

のマルシェ、それからインドのＩＴ事業者の人材確

保事業などの圏域の事業を行いました。それから、

八百万マーケットの設置など松江市独自の事業につ

きましても取り組んでまいったところでございま

す。 

 こうしたことにつきましての地元経済界の反応

等、評価がどうであったかということでございます

けれども、経済界におきましては総合戦略推進会議

の一員として御参画をいただいておりますけれど

も、その中で取り組みの数値目標の設定を工夫すべ

きではないかということ、それから経済効果を意識

して事業を進めることの必要性、こういったことに

つきまして御意見をいただいているところでござい

ます。 

 こうした御意見をＰＤＣＡサイクルを回しながら

実施に生かしてまいりたいと思っているところでご

ざいます。 

○野々内委員長 森本秀歳委員。 
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○森本委員 ありがとうございます。 

 平成28年度決算につきまして、まず扶助費でござ

いますけれども、これも先ほど来話が出ております

が、年々ふえ続けております。とりわけこの平成

28年度につきましては、保育所関連につきまして

は、当初予算では前年よりも増額となっておりまし

た。その後、この平成28年度、子育て施策に関する

補正は、毎議会ごとに補正で追加されてきたという

ことでありまして、その多くは主には待機児童対策

に充てられております。 

 待機児童の解消につきましてはもくろみどおり進

めることができたのか、また保育士の確保ですとか

処遇改善についてはどうであったのかお伺いしま

す。 

○野々内委員長 舩木子育て事業部長。 

○子育て事業部長（舩木忠） 平成28年度は市内で

１歳児を中心に保育所入所のニーズが高まってきて

おり、３年ぶりに年度当初の待機児童が22人発生を

したところでございます。また、年度中途の待機児

童数も前年を上回る人数で増加をしていることを受

けまして、定員増の施設整備を加速して行うことと

して、11月並びに２月補正予算におきまして、総額

で７億9,000万円を追加計上いたしたところでござ

います。 

 それによって、平成29年度末までに６施設の整備

を進め、205人の入所定員を新たに確保するといた

しております。 

 保育士確保につきましては、市独自の取り組みと

いたしまして、年度中途に児童を受け入れるため

の、あらかじめ保育士を確保した民間保育所に対し

まして支援を行っております。平成28年度は保育士

を76人確保いたしまして、170人の児童の受け入れ

を行ったところでございます。 

 処遇改善につきましては、前年度に比べまして民

間保育所職員の１人当たり平均賃金改善額、これは

年間で３万6,000円、月額で3,000円程度増加をいた

しております。また、平均の勤続年数、これも５カ

月ほど増加をしておりまして、一定の効果があった

ものと考えております。 

○野々内委員長 森本秀歳委員。 

○森本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、財政指標のうちの経常収支比率につ

きましては、最初に野津照雄委員のほうから質問が

ありましたので割愛させていただきますけれども、

市長からの答弁の中で、合併算定がえの影響ですと

か、あるいは地方への交付金が減る可能性があると

いう話がありましたけれども、こういったことに対

しまして国への働きかけを今もされているのか、あ

るいは今後もされるのか、そのあたりについてお聞

かせください。 

○野々内委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） 今回の理由というのは、いわ

ゆる分母が縮小したということでございます。 

 一つは交付税の合併算定がえの縮小という問題に

つきましては、森本議員も御承知のとおり、もとも

と五十数億円減っていくという試算をしておりまし

たけれども、これは国のほうに強く要請をいたしま

して、合併をした市町村については、例えば支所の

配置の状況とか、そういったものを勘案して少し戻

してもらうと、こういうことをやりました。その結

果、今正確な数字は持っておりませんが、半分近く

は、いわゆる減る部分につきましての還元が行われ

てきているということでございます。 

 それから、地方消費税の問題につきましては、交

付金の問題でございますけれども、なかなかこれは

積算をすることが非常に困難でございます。年度当

初である程度見込んでいたものが、結局個人消費が

伸び悩むとか、そういうことで急に減ってしまう

と。ところが、この減った部分につきましての補填

措置というのが実は国のほうでは用意されておりま

せんので、この点につきましての補填措置につきま

しても、市長会を通じて国に対して要請をしている

ところでございます。 

○野々内委員長 森本秀歳委員。 

○森本委員 ありがとうございました。以上で終わ

ります。 

○野々内委員長 共産党市議団橘祥朗委員。 

○橘委員 橘でございます。 

 会派を代表して総括質疑をさせていただきます。

よろしくお願いいたします。 

 私は、行財政改革全てを否定するものではありま

せん。しかしながら、やはり安心して住み続けるこ

とができる、そういう意味では雇用がしっかりして

いること、安心して結婚もでき、子育てできる、そ

ういう意味では正規職員、正規で働いておられる方

をふやしていくことがどうしても必要になってきま

す。今のような臨時の職員の皆さん、あるいは臨時

でパートで勤めている状態が蔓延している状況につ
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いては、私は改善をしていく必要がある。その意味

で毎回のように、特にお膝元である市の職員の皆さ

んの勤務の状況、あるいはその中での非正規の皆さ

んがどのような条件におかれているのかを毎回のよ

うに会派としては取り上げさせていただいておりま

す。 

 そこで、最初に市の職員の正規、非正規職員の人

数や待遇改善についてお尋ねをするところです。 

 正規職員の削減は、結果としては非正規職員の増

加となっていると。行財政改革というと松江の場

合、とにかく合併をしたから400人削減をするんだ

ということがずっと言われてきて、そのことが今回

の一般質問の中でもいろいろと取り沙汰をされてき

たところですけれども、現実の問題として一応平成

26年度でそれは終了したということですので、現状

では、正規、非正規の職員の人数がどのように変わ

ってきているのか、また人件費の推移がどうなって

いるのかをお示しいただきたいと思います。また、

やはり必要な職員数についてはきちんと正職員で対

応されたいと思います。 

 それからまた、全国的にも公務労働者の４割が非

正規となっていると聞いております。松江の場合も

大体そういう傾向かなと見ているところです。そう

いう意味では、公務員の中でのいわばワーキングプ

アの解消、そしてまた地方自治法の改正によって、

非常勤職員への期末手当等の支給も２年後に実施し

なくてはならないということになっております。そ

ういう意味では、その実現に向けての方向性もお話

しいただきたいと思います。同一労働、同一賃金の

観点で職員の待遇改善策を問いたいと思います。よ

ろしくお願いします。 

○野々内委員長 広江総務部長。 

○総務部長（広江みづほ） まず、職員数について

でございますけれども、400人削減計画を達成いた

しました平成26年度以降も業務量に見合った適正な

人員配置に勤めているところでございますが、平成

26年度からは雇用と年金の接続のために定年退職者

の再任用が原則義務化されたことがございまして、

再任用を含めますと平成26年度が1,363人であるの

に対しまして、平成28年度は1,388人でございまし

て25人の増となっております。ただ、再任用を除き

ました数では平成26年度が1,340人であったのに対

しまして、平成28年度は1,335人で５人の減となっ

ているところでございます。 

 一方で、非正規職員の――これは４月１日現在に

とられた数字でございますけれども――職員数は、

平成26年度が777人であったのに対しまして、平成

28年度は713人で64人の減となっております。正

規、非正規の職員の配置につきましては、限られた

財源の中でよりよい市民サービスを提供いたします

ために業務内容に応じまして適切に配置をいたし、

効率的な行政運営に努めているところでございま

す。 

 人件費等につきましては、再任用を含めた正規職

員の給与総額は平成26年度が約82億8,100万円、平

成28年度が約84億5,600万円でございまして、再任

用の影響あるいは一時金の改定などによりまして、

約１億7,500万円の増額となっております。非正規

職員の賃金総額でございますが、平成26年度が約

13億4,500万円、平成28年度が約13億100万円で、約

4,400万円の減額となっているところでございま

す。 

 処遇につきましては、非正規でございますけれど

も、国の指針に沿いまして正規職員の給料表を基準

に賃金の見直しを行うことにしておりまして、平成

28年度は月額2,500円程度増額をしたところでござ

います。 

 本会議のほうでもお答えを申し上げましたとお

り、法改正によりまして、平成32年４月には非正規

職員を会計年度任用職員という制度に移行いたしま

して、期末手当の支給など抜本的な処遇の見直しを

行う予定でありますことから、今後は行財政改革の

柱といたしまして非正規職員の適正化と正規、非正

規全体の定員管理計画の策定に取り組むことが必要

であると考えております。 

○野々内委員長 橘祥朗委員。 

○橘委員 適正化ということで正規職員の削減とい

う形にならないように望んでおきたいと思います。 

 ２番目に移ります。 

 公民館職員や社協職員の問題です。 

 市の職員、本庁の職員と同じように公民館の職

員、社協職員の皆さんも変わらないような形で勤務

をされております。その中で、外郭団体だからとい

うことでいろいろな格差があると聞いているところ

です。そういう意味では公民館職員、社協の職員の

皆さんの処遇改善も非常に重要なテーマだと思って

います。公民館職員、社協職員の皆さんの正規、非

正規の職員の人数、給与体系がどうなっているのか
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という問題と市の職員と比較してどの程度の差があ

るのか、その点についても処遇改善策をお尋ねした

いと思います。 

○野々内委員長 西村福祉部長。 

○福祉部長（西村昌志） まず、松江市社会福祉協

議会の職員数でございます。 

 本年３月末現在、正規職員63名、非正規職員

147名でございます。 

 給与体系につきましては、正規職員につきまして

は市の行政職と同じ給料表を使用なさっておりま

す。以上です。 

○野々内委員長 高橋副教育長。 

○副教育長（高橋良次） 公民館職員についてお答

えいたします。 

 平成28年４月１日現在、全体で正規職員83名、嘱

託職員７名の合計90名を指定管理者である各公民館

運営協議会が雇用しているところでございます。 

 給与体系につきましては、行政職給料表に準じた

３級制の給料表を導入しておりまして、市職員の制

度を準用した各館統一の制度を設けているところで

ございます。以上です。 

○野々内委員長 橘祥朗委員。 

○橘委員 どの程度の差があるのかなということは

わかりませんか、平均的に照らし合わせてみて。 

○野々内委員長 西村福祉部長。 

○福祉部長（西村昌志） 詳細な数字は持ち合わせ

ておりません。 

 社会福祉協議会の職員の給与等は社会福祉協議会

において独自に規定されているもので、適正に対応

されているものと思っております。 

○野々内委員長 高橋副教育長。 

○副教育長（高橋良次） 平均給料月額で比較いた

しますと、松江市の一般行政職の平均給料月額35万

1,589円に対しまして、公民館の正規職員は平均給

料月額20万4,572円となっております。 

○野々内委員長 橘祥朗委員。 

○橘委員 社協の職員の状況についてもお調べをま

たいただいて、やはりかなりの格差があると思いま

すので、そういう意味では外郭団体のそういった処

遇改善について今後取り組んでいただきたいという

ことをお願いしておきたいと思います。 

 ３つ目に移ります。 

 地域おこし協力隊についてです。 

 地域資源の掘り出し、開発、流通などで雇用や起

業を目的に人材発掘というこの事業に約半数の自治

体が取り組んでいると思います。平成27年度での全

国のまとめで見ますと、約６割が地域に定住をして

おられると。２割は起業しておられるという報告が

出ていたと思います。 

 松江市でも昨年からこの事業に取り組み、今年度

は予算も大幅にふやしているところです。３年がめ

どで地域への定着９名という目標を掲げておられる

と思います。 

 決算資料で見させていただきました。取り組みの

状況も詳しく紹介をされていますし、私自身も自分

の地域で頑張っておられる地域協力隊の方の状況は

承知をしていると思います。 

 決算の資料を見ますと、課題というところでは担

い手、人の問題があるということと、それから地域

資源とビジネスのマッチングはどうか、市場ニーズ

の調査と実態把握が不十分だという総括が出ており

ました。今後に向けての考え方をお尋ねしておきた

いと思います。 

○野々内委員長 矢野産業経済部長。 

○産業経済部長（矢野正紀） 地域おこし協力隊

は、これまでさまざまな地域イベントでの開発商品

の試験販売や地域の魅力を発見する体験プログラム

のモニターツアーなど、多くの生産団体や市民の皆

さんと一緒になって活動してまいっております。し

かし、現時点では直ちにビジネスとして成り立つも

のにはなっておらず、商品の品質に磨きをかける必

要があったり、安定した生産、流通、販路確保が必

要な状況でございます。 

 今後はこれまでやってきたことを分析、評価した

上で消費ターゲットを絞った売り先の確保、商品、

サービスの改善、資金計画の作成、生産体制の構築

などビジネスプランの具体化に取り組んでいく必要

があると思っております。 

 本市といたしましても商工会議所、商工会の経営

指導員などとつなぎながら事業がビジネスとして成

立し、持続可能なものとなるようにフォローアップ

し、地元の生産販売事業者等への就職、あるいはみ

ずからの起業などによって、隊員の自立につなげて

定住に結びつけたいと考えております。 

○野々内委員長 橘祥朗委員。 

○橘委員 この地域おこし協力隊については期待を

する声が強いと思いますので、ぜひこれが今後も成

功していけるように行政の努力をお願いしたいなと
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思うところです。 

 ４番目に移ります。 

 税といいますか、いわゆる市が扱っているお金が

どのように回っているのか、それが地元にどう還元

されているのかという問題についてです。 

 ２年前の決算で、片山元鳥取県知事が鳥取の状況

ということで松江でお話をされたのを取り上げて、

特に原材料、鉄やセメントは山陰にもないし、ほと

んどが県外にお金が流れているということで、公共

事業というものがどれほど地元に役立っているのか

というお話をされたことを取り上げて、松江の場合

の公共事業の扱いをお尋ねしたことがありました。 

 きょうお聞きしたいのは、公共事業ということも

もし触れていただければありがたいんですけれど

も、それだけではなくて、日常の経費についても地

元への還元がどうなっているのかと。例えば、発注

がどうなっているのかなと。毎年のように、多分経

費は削減しなさいと、財政当局から５％は来年も減

らす構えで予算要求してください、あるいは10％削

ってくださいというお話が当然あるんじゃないかと

思います。そういう意味ではどうしても日常の消耗

品とかが大手の通信販売等で手配をして、そこが早

いし、安いということで使われている傾向があるの

ではないかと思うところです。そういう意味では、

市内業者への発注が減っていて、結果として市民の

税金が市外に流れていっているのではないかなと思

います。少し高くても市内で発注されれば、いわば

市民の税金が市内で新たな利益を生むことになると

思います。私、ここで本庁や支所や公民館、小中学

校、保育園、幼稚園などで実態はどうかとお尋ねを

したもんですから、かなり短い時間の中で一生懸命

お調べいただいていたように聞いております。要は

全体としてどういう状況になっているのかという実

態をお尋ねしたかったということと、市長はいろい

ろな部分で地産地消という言い方をされるわけです

けれども、お金の面でもどう回っているのかなと。

市内の中でそれが動いて新たな利益を生むというと

ころに着目をしていく必要があるのではないかなと

思ってお尋ねをしたところです。御答弁よろしくお

願いします。 

○野々内委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） まず、公共工事の発注件

数につきましては、先日比良議員の代表質問でもお

答えいたしましたけれども、99％市内業者に発注を

させていただいております。 

 それで、物品購入や役務の提供など日常的な経費

についても、特殊なものを除いては、まずは市内業

者に発注することを基本としております。 

 実態といたしましては、平成28年度では本庁、支

所、各課の所管施設を合わせまして、市内に本社を

有する業者の皆さんへの発注件数が80.4％、金額で

申しますと85.2％発注をさせていただいておりま

す。 

 また、法人市民税等、税収に一定の貢献をいただ

いております市内に支店、営業所を有する業者への

発注も含めますと、件数で89.2％、金額で92.2％に

なっております。 

 今後も、先ほど言われましたような経費の節減と

いう観点だけではなくて、税の地元還元の観点から

も地元業者への発注に努めてまいりたいと考えてい

るところでございます。 

○野々内委員長 橘祥朗委員。 

○橘委員 いろいろとお調べもいただいて御答弁あ

りがとうございました。 

 そういう観点でぜひお金の面でも市内で回ってい

くということを追求していただきたいと思います。 

 最後になりますけれども、財政が厳しい中で、い

ろいろと財政運営で努力をされている部分ではいろ

いろと評価もしたい部分はあるとは思います。私が

先ほど言ったように行財政改革全てを否定するもの

ではありません。しかしながら、行財政改革といえ

ば人件費を減らすんだ、あるいは民間委託をやるん

だとか、そしてまた受益者負担だということで、市

民への負担が広がっていくという国の指導のもとで

動いていく。そしてまた、トップランナー方式で、

もっと全国でいい例があるからもっと経費を減らし

なさいと、もっとうまくやりなさいと尻をたたかれ

ているという、この状況が続くことが果たして自治

体にとっても、また市民の生活にとってもどうなの

かなと首をかしげざるを得ないなという部分があり

ます。政治が変わっていって、お金の集め方、税金

の集め方も、そしてお金の使い道ももっと市民本位

といいますか、国防費ばっかりがふえていくという

ようなお金の使い方でいいのかなということを強く

感じるところです。そういう意味でも私どもは頑張

っていかなくちゃいけないなと思っているところで

す。以上で終わります。ありがとうございました。 

○野々内委員長 以上で総括質疑を終結いたしま
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す。 

 続いて、各会計質疑を行います。 

 初めに、決算第１号「平成28年度松江市一般会計

歳入歳出決算」の質疑に入ります。 

 質疑はありませんか。 

 〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○野々内委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いた

します。 

 次に、特別会計の質疑に入ります。 

 決算第２号「平成28年度松江市国民健康保険事業

特別会計歳入歳出決算」から決算第９号「平成28年

度松江市鹿島町恵曇・講武・御津・佐太財産区特別

会計歳入歳出決算」までの特別会計決算８件につい

て、質疑を一括して行います。 

 質疑はありませんか。 

 〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○野々内委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いた

します。 

 続いて、企業会計の質疑に入ります。 

 決算第10号「平成28年度松江市水道事業会計決

算」から決算第14号「平成28年度松江市病院事業会

計決算」までの企業会計決算５件について、質疑を

一括して行います。 

 質疑はありませんか。 

 〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○野々内委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いた

します。 

――――――――――――――――――――――― 

 分科会の設置について 

○野々内委員長 続きまして、分科会の設置につい

てを議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 決算審査を詳細に行うため、会議規則第102条の

規定により、本委員会に分科会を予算委員会を除く

常任委員会単位で設置をしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○野々内委員長 御異議ありませんので、そのよう

に決定いたします。 

 続いて、お諮りをいたします。 

 決算第１号「平成28年度松江市一般会計歳入歳出

決算」から決算第14号「平成28年度松江市病院事業

会計決算」まで決算14件につきましては、お手元に

配付してあります分担・委託表のとおり各分科会に

審査を分担・委託することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○野々内委員長 御異議なしと認め、そのように決

定いたします。 

 次回９月26日の決算特別委員会では、監査委員へ

の質疑に対する答弁及び会派意見がございますが、

監査委員に対する質疑及び会派意見につきまして

は、分科会最終日の21日午後５時までに、文書によ

り書記まで提出をお願いいたします。 

 なお、提出をいただきます会派意見につきまして

は、平成28年度の予算執行上の改善点を指摘し、平

成30年度予算への反映を求める内容となりますよ

う、よろしくお願いをいたします。 

 最後に分科会の現地踏査の件ですが、各分科会の

判断で踏査を必要とする箇所があれば実施していた

だきますようにお願いをいたします。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 〔午前11時39分散会〕 

 

 


